
地域政策課
総務・自治連携担当

番号

１　事業の概要
　今後の人口急減・超高齢化社会において、地域の市町
村が抱える共通課題について、県（地域振興センター）
がコーディネーターとなって各市町村の政策担当者と課
題解決の方向性を提言するプロジェクトを実施する。

（１）地域の未来を考える政策プロジェクト会議費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,664千円

説明事業目

市町村連絡調整費 地域づくり推進事業費市町村
振興費

総務費

款

単位：千円
内線　2762

事 業
期 間

平成26年度～
平成29年度

５　事業説明
（１）事業内容
　　ア　人口や産業等のデータをもとに地域の課題や傾向等を分析・把握するための委託調査を実施する。　1,991千円
　
　　イ　「地域の未来を考える政策プロジェクト会議（仮称）」において、課題解決の方向性を検討する。　2,673千円
　　　　・会議回数　１センターあたり本科会３回、作業部会３回
　　　　・構成員　　地域振興センター、関係各課、市町村職員、有識者（大学、研究所、民間企業など）
　
　　ウ　地域ごとに政策提言を行い、具体的な事業を展開する。
　　　　埼玉県ふるさと創造資金や国事業（地方創生関係）の活用、県による具体的な事業を展開する。

（２）事業計画
　　　・平成26年度　　　組織の立ち上げ、研修
　　　・平成27年度　　　地域全体の課題や解決の方向性を検討、埼玉県ふるさと創造資金等を活用した事業の実施
　　　・平成28～29年度　課題の更なる掘り下げ、事業の効果検証、埼玉県ふるさと創造資金等を活用した事業の実施

（３）事業効果

根 拠
法 令 分野施策

２　事業主体及び負担区分
　（県10/10）

050301  支え合いで輝く豊かな地域社会の形成
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（３）事業効果
　　　・県と市町村が地域の将来像に共通認識を持ち、人口減少問題に協力して取り組むことができる。
　　　・県が人口推移や人口ピラミッド、産業構造などのデータを整理・分析し、その内容を市町村に示すことで
　　　　地域の将来の姿や課題を把握することが可能となる。
　　　・地域の特性を生かした産業振興や地域活性化の方策を打ち出すことができる。

過去の予算額

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×1.4人＝13,300千円

３　地方財政措置の状況
　なし

一般財源

4,664

0

4,664

4,664

うち一財

【審査の考え方】

県内市町村の地方創生への取組を推進するため、プロジェク

ト会議開催の必要性を認め、要求額を措置した。



地域政策課
地域振興担当

１　事業の概要
　自立を目指す市町村の主体的かつ計画的な取組を支援す
るもので、地域資源や市町村の強みを生かした地域づくり
事業などに補助金を交付する。
　平成27年度においては、超少子高齢化社会の到来を見据
えた市町村の先進的な取組に補助金を交付するため、新た
に「超少子高齢化対策モデル支援事業」を実施する。

（１）埼玉県ふるさと創造資金　　　　1,500,000千円

５　事業説明
（１）事業内容
　　　埼玉県ふるさと創造資金　　　　　　　　　　1,500,000千円
　　　地域資源や市町村の強みを生かした地域づくり事業などに補助金を交付する。
　　　（主な補助率：1/2、主な補助期間：単年度・3年以内、主な補助上限額：25,000千円・50,000千円）
　　　平成27年度においては、新たに「超少子高齢化対策モデル支援事業」を実施し、超少子高齢化社会の到来を見据
　　えた市町村の先進的な取組に補助金を交付する。
　　　（補助率：2/3、補助期間：3年以内、補助上限額：20,000千円）

（２）事業計画
　　埼玉県ふるさと創造資金　　　　　　　　　　　　15億円
　　　・市町村による提案・実施事業
　　　・市町村と地域団体との協働事業           9.799億円
　　　・広域連携支援事業
　　　・みんなに親しまれる駅づくり事業　　　　 1.318億円
　　　・浄化槽市町村整備型モデルタウン事業　　 0.133億円
　　　・権限移譲特別推進事業　　　　　　　　　   0.3億円

２　事業主体及び負担区分
　原則　(県1/2)・市町村1/2
　超少子高齢化対策モデル支援事業　(県2/3)・市町村1/3
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一般財源 前年との対比 過去の予算額 現計予算額

　　　・権限移譲特別推進事業　　　　　　　　　   0.3億円
　　　・市町村緊急支援事業　　　　　　　　　　  1.45億円
　　　・超少子高齢化対策モデル支援事業　　　 　　　2億円
　
（３）事業効果
　　　地域資源や市町村の強みを生かした地域づくり等、市町村による主体的・計画的な事業が進展することにより、
    市町村の自立的発展が期待できる。

（４）その他（埼玉県ふるさと創造資金の補助実績）
　　平成22年度：11.0億円、平成23年度：10.6億円、平成24年度：8.0億円、
　　平成25年度： 5.1億円、平成26年度（見込み）：7.5億円

３　地方財政措置の状況
　なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
　9,500千円×3.0人＝28,500千円

要求額・審査額 繰入金

【審査の考え方】

県内市町村の地方創生への取組を推進するため、新たな補助制度の

創設を認め、要求額を措置した。


